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「「ＮＮＨＨＫＫ３３かか年年経経営営計計画画」」のの

初初年年度度上上半半期期をを終終ええてて

～ 平成１８年度上半期の報告 ～

ＮＨＫは今年１月に、「平成１８年度～２０年度 ＮＨＫ経営計画」を公表しました。

平成１８年度は、デジタル時代の公共放送のあり方を追求する「３か年経営計画」の初年

度です。

ＮＨＫは今、「すべては視聴者のみなさまのために」という公共放送の原点に立ち返り、

“新生ＮＨＫ”をめざして、改革を推進しています。

上半期は、放送の充実に努め、多くの番組で“ＮＨＫならでは”と高い評価をいただき

ました。受信料の支払いを再開していただく方は増え、収入は回復傾向にあります。契約

数の確保にも努めていきます。

しかしながら、視聴者のみなさまからいっそう信頼されるＮＨＫとなるためには、まだ

まだ取り組むべき課題は多く、引き続き全役職員が一丸となって努力していかなければな

らないと認識しています。

平成１８年度上半期における事業運営の進捗状況を、視聴者のみなさまにご報告します。

平成 18 年 10月 24 日

日 本 放 送 協 会
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“ＮＨＫだからできる”放送に全力

ＮＨＫは、放送の自主自律を貫き、「３か年経営計画」に掲げた“ＮＨＫだからできる”

放送に、全力で取り組んでいます。

視聴者のみなさまの声を番組作りや編成に積極的に生かし、価値観が多様化した社会を

結ぶ“絆”となるよう、日本が直面する様々な課題に取り組み、多くの番組で高い評価を

いただきました。

衛星放送は、来年１月から、視聴者のみなさまにさらに満足していただけるよう、より

個性を際立たせた魅力ある放送を展開します。

コンプライアンスの徹底に向けた取り組みの強化

２年前の不祥事以来、不正の根絶を目指し、コンプライアンス（法令順守）の徹底に取

り組んできました。しかし、４月にスポーツ担当職員の不正経理問題、１０月に地域放送

局長の不祥事が明らかになりました。

9月に新しく経営委員会の諮問機関として設けた「コンプライアンス委員会」に、施策
や取り組みについて評価を受けながら、組織体質に踏み込んだ改革などコンプライアンス

の徹底に向けて取り組みを強化していきます。

◆ニュース番組と災害･緊急報道を充実強化

・内外の動きを的確によりわかりやすく伝える「ニュースウオッチ９」の新設

・いち早く伝えた北朝鮮ミサイル発射報道や、防災、減災にも重点をおいた大雨、台風報道など

◆幅広い視聴者層に支持される多彩な番組を展開

・ＮＨＫスペシャルの大型企画シリーズ「ドキュメント北朝鮮」「プラネットアース」など

・格差の現実に迫り問題提起したＮＨＫスペシャル「ワーキングプア」、日本人のモラルの変化の背

景を探ったクローズアップ現代「崩壊？日本人のモラル」など

・戦争体験や平和の尊さを語り継ぐＮＨＫスペシャル「硫黄島玉砕戦」「満蒙開拓団はこうして送ら

れた」など

・幅広い層に共感を呼んだ大河ドラマ「功名が辻」 連続テレビ小説「純情きらり」など

・これまでの殻を破った｢サラリーマンＮＥＯ｣「エル・ポポラッチがゆく！！」など

◆視聴者のみなさまとともにつくる番組を充実

・病気で苦しむ本人や家族とともに取り組んだ「女性のうつ」

・「もう一度話そうアジアの中の日本」など視聴者とともに討論する「日本の、これから」

・視聴者との双方向性を生かした「つながるテレビ＠ヒューマン」など

◆地域放送の多様な展開を推進 金曜夜に特集番組を放送するなど地域のニーズに応じた編成を推

進、「少子化」「医師不足」など地域の課題に向き合う番組を放送し、全国にも発信

◆衛星放送を充実 サッカーワールドカップ全試合の放送、ハイビジョン特集「日本の名峰」など

◆“人にやさしい放送”を充実 総合テレビの該当番組の字幕化率 今年度 100%達成をめざし推進

◆世界に向けた情報発信を強化 テレビ国際放送（ＮＨＫワールドＴＶ）の英語化を推進、上半期は

66.2％（下半期73％）

◆「コンプライアンス委員会」は、公認会計士や弁護士、内部統制の専門家など４人で構成

現在、「ＮＨＫのコンプライアンス抜本対策に対する評価と提言」について諮問中

◆役員と職員の対話活動等により職員の意識改革を推進、全職員を対象とした研修を継続

◆経理・業務処理について、緊急調査に続き全部局調査を実施、来年１月に調査結果を公表予定
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経 営 の 改 革 と ガ バ ナ ン ス の 強 化

受信料に支えられる公共放送として、視聴者のみなさまの負託にしっかりと応えるため

に、経営改革を進め、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化に取り組んでいます。

組織や業務の大幅な改革とスリム化の推進

放送制作力の強化に重点を置いた業務体制を構築し、大切な受信料を効率的に使うため

に、子会社等を含め、業務の大幅な改革とスリム化を推進しています。

地上デジタル放送の推進と新しいサービスの開発

より豊かな放送サービスをお届けするために、放送のデジタル化や通信と連携した新し

いサービスの開発を積極的に推進しています。

受信料の公平負担の取り組みと上半期の収支状況

受信料の公平負担の徹底と財政の安定を図るため、民事手続きの導入や受信料体系の改

定など改革を進め、契約・収納活動を強化しています。

親元を離れて暮らす学生や単身赴任者のご負担の軽減となる「家族割引」は、１２月から

実施します。

◆３８５人の要員を削減、本部２６部局を２１部局に削減（「３か年」で１２００人の職員削減）

◆外部制作プロダクションへの番組制作の直接委託を開始

◆子会社等の経営改革の推進（役員制度の見直し、一部子会社に社外取締役を導入など）

◆子会社から３６億円の配当を確保（前年度比＋３０億円）来年度も配当施策を継続

◆子会社等の統合・再編の基本方針を今年度中に取りまとめ

◆情報の公開を推進（毎週の理事会議事録を公表、番組制作費を１０ジャンル別に決算値で公表）

◆“約束”評価結果を事業運営に反映するＰＤＣＡサイクルの導入

◆視聴者のみなさまの声を番組や経営に反映する「ふれあいミーティング」「ＣＳ向上活動」を推進

◆民間企業の人材を役員（理事）に起用

◆経営委員会に「評価・報酬部会」を設置、執行部に対する目標管理・業績評価を導入

◆４月以降、１５の道県で地上デジタル放送を開始、１２月には全国すべての都道府県で地上デジタ

ル放送を実施予定（視聴可能世帯は全世帯の８４％に）

◆地上デジタル放送の携帯端末向けサービス「ワンセグ」を開始

◆通信と連携した「サーバー型放送サービス」、「インターネットを利用したアーカイブス番組の提

供」の具体化に向けた検討を推進

◆全職員や特別対策チームによる受信料をお支払いいただいていない方への理解促進活動の強化

◆ケーブルテレビ会社や電器店との連携等による多様な契約促進活動の展開

◆お支払いの利便性を高める「クレジットカード継続払」を６月から実施

◆より公平で合理的な受信料体系を整備するため、「家族割引」を新設
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また、民事手続きによる受信料の支払督促に初めて踏み切ることにし、今後拡大してい

きます。未契約者にも民事訴訟の準備を進めていきます。受信料制度の意義を丁寧にご説

明しご理解を求める努力を重ねた上で、最後の方法として、こうした取り組みを実施する

という方針に変わりはありません。

１０月１日以降、支払い再開や新たな受信契約を、電話やインターネットで申し出てい

ただいた方は、１６,７６８件(１０月２０日現在)となっています。営業コールセンターやイ

ンターネットを通じたお申し出は、昨年同期と比べ４倍以上に増えています。

受信料は、平成１７年度後半から支払

いを再開される方が増え、１８年度も引

き続き増えています。しかし、契約数の

確保は依然として厳しい状況です。

今後も営業改革を行い公平負担の徹

底にいっそう取り組みます。

視聴者の視点に立った改革のさらなる推進

上半期は、「３か年経営計画」に基づき、今年度の事業計画を着実に実施しました。

信頼されるＮＨＫのために、外部の専門家による「コンプライアンス委員会」からの様々

なご指摘を踏まえ、コンプライアンスの徹底に向け取り組みを強化していきます。

外部の専門家による「ＮＨＫ“約束”評価委員会」が行った調査では、「７割を超える

視聴者が、受信料で支えられる『公共放送』としてのＮＨＫは必要だと考えている」とい

う結果が出ています。また、有識者からなる「デジタル時代のＮＨＫ懇談会」から、民主

主義社会における公共放送の重要性と、そのあるべき姿についての提言をいただきました。

一方、「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」が６月に発表されました。これに

沿って、今、国では経営委員会のあり方、保有チャンネル数、ＮＨＫ本体と子会社等の業

務のあり方、国際放送のあり方、受信料の支払い義務化などの検討が始まっています。

ＮＨＫは、いただいている提言や幅広いご意見を踏まえながら、視聴者のみなさまにとっ

て何が有益かという視点に立って、放送法改正論議にも適切に対応しながら、改革を推進

し、デジタル時代の新しい公共放送のあり方を追求していきます。

区 分
9 月末

施行予定額*

9 月末

実績額
過不足

事業収入 ３,１０８ ３,１５２ ４３

受信料 ２,９７０ ３,０１５ ４５

その他の収入 １３８ １３６ △２

事業支出 ３,１０８ ３,０６１ ４７

事業運営費 ２,６６２ ２,６２７ ３５

減価償却費等 ４４６ ４３３ １２

17年度末
3,618万件

単位：万件

18年度上半期末
3,617万件

お支払いいただいている方々
3,259

3,269

未収
359

348

10万件増加

＜受信契約者の状況＞

＜18年度上半期の収支状況＞
単位：億円（切り捨て）

* 「9月末施行予定額」は年間予算の 12 分の6（50.0％）

平成18年度上半期（9月末）の

事業収入は 3,152 億円（うち受

信料収入 3,015億円）で、9 月

末の施行予定額に対し、43 億円

の増

事業支出は、効率的な運用などに

より、9月末の施行予定額に対し

47億円の減


